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第 1章 計画の策定にあたって 

   

第１節 計画策定の背景 

 近年、少子化が進むなか、発達が気になる児童への支援の必要性は増加傾向にあり、早期の気づき

や子どもの特性に合わせた支援の充実が求められています。 

 平成 17（2005）年４月には発達障害者支援法が施行され、「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー

症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害で

あってその症状が通常低年齢において発現するものと定義されました。また、国及び地方公共団体の

責務として、発達障害の症状の発現後できるだけ早期に、その者の状況に応じて適切に、就学前の発

達支援、学校における発達支援その他の発達支援が行われること、発達障害者及びその家族その他の

関係者からの各種の相談に対し、個々の発達障害者の特性に配慮しつつ総合的に応ずることができる

ようにするため、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体相互の

有機的連携の下に必要な相談体制の整備を行うこと、とされました。 

 平成 28（2016）年８月には、障害者基本法の一部が改正され、乳幼児期から高齢期までの切れ目の

ない支援などが求められており、発達障害者の定義については「発達障害がある者であって発達障害

及び社会的障壁により日常生活又は社会生活に制限を受けるもの」と改正され、発達障害者支援の一

層の充実を図るものとなりました。 

また、平成 28（2016）年４月には、障害者差別解消法が施行となり、行政機関や事業者は、障害を

理由として障害者を不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない

とされ、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、

その実施に伴う負担が過重でないときは、必要かつ合理的な配慮をすることが求められるようになり

ました。 

このような流れのなか、令和５（2023）年４月、こども家庭庁設置法が施行され、こども施策を総

合的に推進するため、こども・子育て家庭にかかわる支援や権利擁護等を実施する「こども家庭庁」

が設置されるとともに、障害児支援施策についても、厚生労働省からこども家庭庁に移管されました。 

令和６（2024）年４月には児童福祉法が改正され、児童発達支援センターを「地域の障害児の健全

な発達において中核的な役割を担う機関」と明示し、「高度の専門的な知識及び技術を必要とする児童

発達支援を提供し、あわせて障害児の家族、指定障害児通所支援事業者その他の関係者に対し、相談、

専門的な助言その他の必要な援助を行うことを目的とする施設」として、市区町村に設置を求めてい

ます。 

 

第２節 本市における発達支援の検討経過 

平成 24（2012）年 12 月、立川市役所旧庁舎跡地は子ども未来センターとして改修され、この中に

行政機能として子ども家庭支援センターと教育支援課（当時は特別支援教育課）の２課が設置されま

した。子ども家庭支援センターには発達相談や発達支援親子グループなど未就学の子どもを対象とし

た相談やグループ活動機能が置かれ、教育支援課には就学相談や教育相談など小中学校に就学する際
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の相談や小中学校に就学した後の相談機能が置かれ、途切れ・すき間のない発達支援に取り組んでき

ました。 

また、児童福祉法等で、「地域における中核的支援施設」として児童発達支援センターが位置づけら

れるなか、本市の基本計画である第４次長期総合計画後期基本計画、次世代育成支援計画である夢育

て・たちかわ子ども 21プラン、第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画、また、前計画にあたる

第２次発達支援計画のいずれにおいても、児童発達支援センターの設置を目標に掲げ、設置に向けた

機能や役割の検討に取り組んできました。 

 令和７年６月、本市初となる児童発達支援センターを複合施設である立川市子育て支援・保健セン

ター内に設置し、同施設内の子ども家庭センターと連携して、支援体制の充実と強化に取り組んでい

ます。 

 

第３節 計画の位置づけ 

 本計画は、「立川市第５次長期総合計画前期基本計画」の施策「途切れのない成長・発達支援」を推

進する個別計画として位置づけられるもので、「第５次夢育て・たちかわ子ども 21 プラン」など関連

する個別計画との関係は次の図のとおりです。 

 

 

 

個別計画  立川市第３次発達支援計画 

（令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度） 

立川市第５次長期総合計画（令和７（2025）年度～令和 16（2034）年度） 

未来ビジョン：魅力咲きほこり つどい華やぐまち 立川 

          ～新風を吹き込み 美風を守る～ 

前期基本計画（令和７（2025）年度～令和11（2029）年度） 

政策：子ども・子育て 

施策：途切れのない成長・発達支援 

児童福祉法 

 

(昭和 22 年 

法律第 164 号) 

発達障害者 

支援法 

 

(平成 16 年 

法律第 167 号) 

第５次 

夢育て·たち

かわ子ども 21

プラン 

Ｒ7～11 年度 

第４次 

特別支援教育 

実施計画 

 

Ｒ7～11 年度 

第４次 

学校教育振興

基本計画 

 

Ｒ7～11 年度 

第７次 

障害者計画 

 

 

Ｒ7～11 年度 

第７期障害福

祉計画・ 

第３期障害児

福祉計画 

Ｒ6～8年度 

健やかたちか

わ 21 プラン

第４次（第６

次地域保健医

療計画） 

Ｒ7～11 年度 
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第４節 計画の目的 

 発達に支援や配慮が必要であると考えられる子どもとその保護者を対象に、地域の保育園、幼稚園、

子育てひろば、児童発達支援センター等の子育て支援機関のそれぞれにおいて、子どものライフステ

ージと特性に応じた適切で継続した途切れ・すき間のない発達支援を計画的に推進するため、第３次

発達支援計画を策定しました。 

 

第５節 計画の期間 

 令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度の５年間とします。 

 

第６節 計画策定の経過 

 本計画を策定するため、外部組織の「立川市第３次発達支援計画策定検討委員会」を設置しました。

この委員会の委員は、子どもの発達に関する見識を有する者、発達支援に関する見識のある者、保育

又は幼児教育に関わる者、小児医療に関わる者、義務教育に関わる者、発達支援に関わる者、児童養

護に関わる者、公募市民のあわせて 11 人です。委員会は、令和６（2024）年７月から令和７（2025）

年１月までの間に５回開催し、本市における発達支援の方向性や取組内容等について検討を行いまし

た。また、庁内組織「途切れ・すき間のない子ども子育て支援委員会」でも検討を行いました。市議

会へ素案報告後、パブリックコメント（市民意見公募）を経て本計画を策定しました。 

 

第７節 計画の進捗管理 

 本計画に掲げている８つの機能や取組項目については、適宜、児童発達支援センターが関係部署へ

進捗状況等の調査を行い、評価・検証を行うことで進捗管理を行います。 
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第２章 本市の状況について 

第１節 本市の人口 

１． 平成 31（2019）年～令和 11（2029）年の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７（2025）年１月１日現在の立川市の総人口は 186,257 人で、このうち、０～14 歳は、20,941

人となっています。市全体の人口は令和２（2020）年から 2,167 人増となっている一方で、０～14

歳は減少傾向で 1,213 人減となっています。   

また、立川市第５次長期総合計画の中の人口推計によると、令和 11（2029）年１月１日時点の推

計人口は、186,325 人を見込んでおり、そのうち０～14 歳までの人口は 20,175 人で 766 人減少する

見込みとなり、減少が続く見通しとなっています。 

 

２．乳幼児人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）住民基本台帳 
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第２節 本市の子育て施策の状況 

本市の子育て支援にかかる事業や乳幼児や発達に支援や配慮を必要とする子どもを対象にした事業

について、利用人数や利用件数等の状況は以下の通りです。 

 

１． 市内認可保育園の入園児童数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              

２． 市内幼稚園の入園児童数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 発達相談件数 

発達相談、５歳児相談、巡回保育相談の推移については、子ども未来センターが平成 24（2012）

年 12 月に開所して以来、増加傾向にありましたが、新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、令

和２（2020）年度は相談件数の減少がみられました。 
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 【発達相談】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【５歳児相談】                【巡回保育相談】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 発達支援親子グループ事業の実施回数 

発達支援親子グループ「りす」「うさぎ」「こぐま」「ぱんだ」「いるか」の実施回数は、平成 31

（2019）年と比べ令和５（2023）年は 63回減少しました。 
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５． ３歳児経過観察（心理相談）の利用者数 

３歳児健康診査の結果、言葉の遅れや心理面で経過観察が必要とされた幼児を対象に、心理相

談を実施しています。平成 31（2019）年度と比べて令和５（2023）年度では、相談者数が 61 人減

少、相談件数が 155 件減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６． ２歳児すこやか相談の利用者数 

１歳６か月児健康診査において言葉の遅れ等心理面で経過観察が必要とされる幼児の保護者を

対象に、心理相談を実施しています。相談者数は平成 31（2019）年度と比べて令和５（2023）年

度では、相談者数が９人減少しています。 

 

 

７． 就学・転学相談等件数 

  就学相談件数と転学相談件数、就学支援シートの提出件数、教育相談件数については以下のとお

りとなっています。就学相談については、小中学校ともに増加傾向で、転学相談についても小中学

校ともに増加傾向です。 

 

【就学相談件数】                【転学相談件数】 
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【就学支援シートの提出件数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育相談件数】 
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第３章 立川市第２次発達支援計画の取組・成果と課題 

            
立川市第２次発達支援計画は、令和２年度から５か年の計画で、本市が目指すシステムを「すべて

の子どもが地域で安心してすごしていけるように、あらゆる機関との連携とコーディネートの力を強

化し、途切れ・すき間のない子ども支援・発達支援を目指します」として、相談、成長・療育、情報

共有、現場職員支援、家庭支援、コーディネート、健診・診察、理解啓発の８つの機能を掲げ、68 項

目の取組を示しています。主な「取組・成果」と「課題」は次のとおりです。 

 

 

 

【主な取組・成果】 

・発達に関する様々な相談に対応する「児童発達支援センター」の設置に向け、計画を推進しまし

た。 

・子ども未来センターの発達相談では、発達に支援や配慮の必要な子どもとその保護者に相談支援を 

行いました。発達に関する新規相談件数は、コロナ禍では一時減少したものの、令和５（2023）

年度は397件と増加傾向に転じています。 

・５歳児相談については、社会性の成長発達が見られる５歳児を対象に市内の保育園・幼稚園で実施

し、保護者の不安や悩みの相談に対応しました。令和５（2023）年度は保育園は35園、幼稚園は11

園で実施し、コロナ禍の影響で落ち込んでいた相談件数は、133件と回復基調にあります。 

・運動や精神の発達、言葉の遅れ、心理面で乳幼児健康診査後の経過観察が必要とされた幼児とその

養育者を対象に、乳幼児発達健康診査やすこやか相談を実施しました。令和５（2023）年度は、乳

幼児発達健康診査は28回、すこやか相談は119回（２歳児すこやか相談含む）実施し、発達の特性

などについて早期に保護者と共に話し合い、かかわることができました。 

・子ども未来センターや健康会館での専門性の高い相談支援から、地域の身近な子育てひろば、保育

園などでも相談支援を行いました。各々の役割を踏まえながら連携して相談支援を行うことで、早

期に子どもの特性に応じた関わりを保護者に提示することができました。 

・子ども未来センターの発達相談から就学相談につながった件数は次のとおりで、途切れない支援を

行いました。 

  

年度 H31  R2 R3 R4 R5 

件数 60 28 39 42 69 

 

【課題】 

・相談件数は、全体的に増加傾向にあり、多様なニーズに対応できる相談体制の強化が課題となって

います。 

 

１．相談機能 
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・相談する内容は複雑かつ多岐にわたっており、相談員に幅広い知識と相談対応力の向上が必要とな

っています。 

・相談につながりにくいケースや支援を拒否する保護者への対応が課題となっています。 

 

 

 

【主な取組・成果】 

・ドリーム学園（定員25人）での児童発達支援事業では、集団で互いに育ちあうことで家庭や地域で

生活する力や社会性を身につけることができました。 

・発達支援親子グループは、子ども未来センターと砂川学習館（令和５年度は建替工事のため西砂学

習館）で、令和５（2023）年度は255回実施、延べ参加児童数は859人でした。親子でプログラムに

参加することで、子どもの発達の特性を知り、成長を促すことにつながりました。 

・保育園や幼稚園では、障害のある児童を受け入れ、集団の中での生活を通じた発達を促すととも

に、個々の障害の状態に応じた支援を行いました。 

・ドリーム学園の施設の老朽化に伴い、施設のあり方や移転等について検討しました。 

【課題】 

・ドリーム学園では、集団による療育を実施していますが、子どもたち一人ひとりに合った支援につ

いて検討することが必要です。 

・小学校就学後の児童については、子ども未来センターで教育相談を実施していますが、療育の場の

提供が課題となっています。 

 

 

               

【主な取組・成果】 

・サポートファイルについては、利用者の意見を取り入れながら、平成31年度から導入しました。子

どもの成長発達の情報を一元化して、相談窓口での保護者の負担軽減につなげるものとして活用促

進の取組を進めました。 

・民間療育機関等の連携と情報共有では、児童発達支援事業所交流会や放課後等デイサービス事業所

連絡会を開催し、情報交換や課題の共有を行いながら、事業所との連携を深めました。 

・児童発達支援センター（当時は子ども家庭支援センター）や保育園等では、必要に応じて就学相談

の紹介や就学支援シートの作成支援を行い、円滑な学校生活が送れるように手助けを行いました。 

【課題】 

・サポートファイルについては、利用拡大を図るために、そのメリットを周知していくとともに、デ

ジタル化など利用者の利便性向上に取り組む必要があります。 

・関係機関との課題や情報の共有を行うために、庁内関係課だけではなく、障害児相談支援事業者、

児童発達支援事業者、放課後等デイサービス事業者と引き続き連携が必要です。 

 

 ２．成長・療育機能 

 ３．情報共有機能 
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【主な取組・成果】 

・現場職員への研修として、各所属や機関において、独自に研修を実施したり、職員会議の中で発達

に支援や配慮の必要な子どもへの理解を深めるために情報共有を行ったりしました。また、立川市

医師会と共催で学習会を実施しました。 

・市内の認可保育園と幼稚園、認証保育所のほか、臨時で各園や市外の園からの要望に応じて、巡回

保育相談を実施しました。 

【課題】 

・巡回保育相談については、増加するニーズに対応するため、体制を強化する必要があります。 

・子どもや保護者のニーズに合った支援を行うため、関係部署や機関において、引き続き研修等が必

要です。 

 

 

 

【主な取組・成果】 

・愛着形成を促すため、子ども未来センターではベビーヨガなど、子育てひろばでは手遊びなどで親

子のスキンシップ遊びを実施しました。 

・乳幼児健康診査等では、乳幼児期に大切にしてほしいことなどの情報提供を行い、啓発に取り組み

ました。 

・ペアレントプログラムの実施により、保護者が子どもの発達や関わり方を学ぶとともに、仲間づく

りのきっかけとなりました。 

・「おしゃべり会」を定期的に開催し、発達が気になる子どもの保護者の交流や情報交換の場を提供

しました。  

【課題】 

・保護者等に役立つ関連情報の提供は、市ホームページだけではなく、インターネットやＳＮＳをさ

らに活用していく必要があります。 

・引き続き親子の愛着形成を促進する取組が必要です。 

・保健師による家庭訪問等地区活動の中で、発達に関する適切なアドバイスができるよう、療育に関

するスキルアップが求められています。 

 

 

                 

【主な取組・成果】 

・発達支援にかかる、来所相談、巡回保育相談、発達支援親子グループ活動等の中で、臨床発達心理

士や保育士等が事業所や施設、病院への見学を行い、様々な社会資源を活用して職員のコーディネ

 ４．現場職員支援機能 

 ５．家庭支援機能 

 ６．コーディネート機能 
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ート力の向上を図り、相談者への対応に生かしています。 

【課題】 

・関係部署等での研修をとおして、発達に支援や配慮の必要な児童への理解を深めていますが、経験

年数や職員の個々のスキルには差がみられます。引き続き、職員のコーディネート力の向上に努め

るとともに、関係部署間の連携強化など組織的に対応することが求められています。 

・児童発達支援事業所交流会や放課後等デイサービス事業所連絡会のほか、特別支援教育連絡会など

での会議をとおして、外部の関係機関との連携を深めて、さらに適切なコーディネートができるよ

うな取組を進める必要があります。 

 

 

 

【主な取組・成果】 

・子ども未来センターで行っている発達相談と健康会館での乳幼児健診後に行っている心理相談につ

いて、各相談の目的と役割を整理し、相談者への対応につなげました。 

・発達の診察や検査枠の確保と早期に適切な療育につなげる「発達障害児等支援に係る医療機関との

連携モデル事業」は、事業効果の検証結果を踏まえ、令和４（2022）年度から本格実施としまし

た。令和５（2023）年度は初診・再診で413枠を確保しました。また、予約から初診までの日数が

１か月以内となり早期の支援につなげました。 

【課題】 

・医療につながりにくい保護者への対応が課題となっています。 

・発達に支援や配慮の必要な乳幼児の健診では、個別のニーズに応じた支援が必要です。 

 

 

                 

【主な取組・成果】 

・発達支援に関する講座について、関係団体に所属している先輩保護者が参加したり、講師となった

りして実施しました。また、生涯学習推進センターでは家庭教育講座として専門家を招いて「発達

障がい」をテーマに開催しました。 

・発達支援団体の保護者等の協力で、発達が気になる子どもの保護者を対象とした「おしゃべり会」

等を実施しました。 

【課題】  

・発達支援に関する講座や関係団体との連携した事業を行っていますが、さらに多くの方に参加して

いただけるように周知方法など工夫する必要があります。 

・発達に支援や配慮が必要な子どもの特性やその保護者の気持ちを理解し、共に考えていく環境づく

りに取り組む必要があります。 

 

 ８．理解啓発機能 

 ７．健診・診察機能 
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【主な取組・成果】 

・令和７年５月に開設した立川市子育て支援・保健センター（愛称：はぐぐるりん）内に、第２次発

達支援計画で取組項目としていた「児童発達支援センター」を設置しました。 

 

【児童発達支援センターとは】 

・就学前の児童を対象にした療育事業をはじめ、子どもの発達に関する様々な相談や家族支援を行う

など、発達支援に関する中核的な役割を担う機関です。児童発達支援センターが展開する主な事業

は、以下のとおりです。 

 

 １．相談事業 … 発達に関する様々な相談に対応します。 

２．療育事業 … 子どもの発達の状態に応じて必要な療育を行います。 

 ３．家族支援 … ご家族が安心して子育てを行うことができるよう支援します。 

 ４．地域支援 … 地域全体の支援力を高めるため、関係機関等とのネットワークを構築します。 

 

【子育て支援・保健センターとは】 

・児童発達支援センターの機能のほか、すべての妊産婦と子ども、子育て世帯に対し、母子保健と児

童福祉の両面から一体的に支援を行う「子ども家庭センター」の機能、就学相談や教育相談の機能

を備えた施設です。 

・また、健診事業や休日診療など、市民の健康を支える拠点の機能のほか、災害時には医療救護対策

本部を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 児童発達支援センター 
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第４章 本市の発達支援における理念と機能 

 

第 1節 本市が目指す発達支援システム 

 

１． 基本理念 

「 すべての子どもが地域で安心してすごしていけるように、子どものライフステージに 

応じた途切れ・すき間のない発達支援を推進します 」 

 

発達に支援や配慮を必要とする子どもたちが健やかに育つ社会は、すべての子どもが健やかに安

心して育つ社会です。 

  このような社会を実現するため、保育園・幼稚園・子育てひろば・学童保育所など、地域の中に

ある子育て支援に関する機関をはじめ、医療機関・児童発達支援や放課後等デイサービス等を行う

発達支援に関する専門機関まで、あらゆる機関との連携を進めます。   

児童発達支援センターを中心に、発達支援にかかわる機関のコーディネートの力を高め、子ども

のライフステージに応じた途切れ・すき間のない子ども成長・発達支援を推進します。 

 

  

２． 発達支援のための８つの機能 

  すべての子どもたちが地域で安心して暮らしていくことができる「発達支援システム」を構築す

るためには、本計画に示す取組項目を実施し、以下の８つの機能が十分にその役割を果たすことが

必要です。引き続き、既存の機関や施設等の機能を充実または連携して取り組んでいきます。 

 

 

 

１ 相談機能 

２ 成長・療育機能  

３ 情報共有機能 

４ 家庭支援機能 

５ 現場職員支援機能 

６ 健診・診察機能 

７ コーディネート機能 

８ 理解啓発機能 

 

 

 

発達支援のための８つの機能 
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第５章 ８つの機能の役割 

 

  

 

 

 

 

 

 

取組項目 １ 内   容 担 当 課 

乳幼児健診後 

の相談 

乳幼児健診後、発達に支援や配慮の必要な乳幼児につい

ては、保護者の気持ちに寄り添いながら必要な支援につな

げる。その際、保護者の受けとめ方に配慮しながら、心理

相談等につなぎ、相談ニーズの促しを行う。また、乳幼児

健診を通して、発達課題の早期発見や支援の充実について

検討を行う。 

子ども家庭 

センター 

 

取組項目 ２ 内   容 担 当 課 

子育てひろば 

での相談 

子育てひろば指導員には、保護者から様々な相談が寄せら

れるため、子育てに関する幅広い知識の習得に努めるとと

もに、保護者の気持ちに寄り添った支援ができるよう相談

対応力の向上に努める。 

子ども家庭 

センター 

 

 

 

 

相談機能には、専門機関での相談や地域での身近な子育てに関する相

談があります。それらの相談が効果的につながり、子どもや保護者が必要

とする相談が継続していけるようにする役割があります。市では、子育て

支援・保健センターで相談を行っています。 

１  相談機能 
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取組項目 ３ 内   容 担 当 課 

５歳児相談 

市内在住の年中児（５歳児）の保護者を対象に、利用し

ている保育園や幼稚園に相談員が出向いて相談する５歳児

相談を継続して実施する。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 4 内   容 担 当 課 

発達相談 

来所相談や電話相談を引き続き実施する。乳幼児健診後

の心理相談との連携を強化する。多様な相談ニーズに対応

するため、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士による専

門相談を実施するとともに、専門性の向上に努める。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 5 内   容 担 当 課 

就学相談と児童

発達支援センタ

ーとの連携 

就学先について不安や悩みを持つ保護者が、より就学相

談を受けやすくするため、就学相談説明会や利用者アンケ

ートの実施等を通して就学相談の充実に努める。また、相

談の質の向上のため、保護者の同意のもと、教育支援課と

児童発達支援センターとの連携を進め、情報共有を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 6 内   容 担 当 課 

教育相談 

教育相談において小中学校等とのより密接な連携はもと

より、必要に応じて、保護者の同意のもと子ども家庭セン

ターなど関係機関とも連携しながら子どもや家庭からの相

談に対応する。 

教育支援課 
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取組項目 ７ 内   容 担 当 課 

子育て支援・ 

保健センター内

での連携した 

相談 

子育て支援・保健センターでは、子ども家庭総合相談、

発達相談、就学相談、教育相談、子ども総合相談、２歳児

すこやか相談等多岐にわたる相談に対応しており、プライ

バシーに配慮しつつ、相談者にとって利便性の高いワンス

トップの相談機能の構築に取り組む。 

子ども家庭 

センター 

 

 

取組項目 ８ 内   容 担 当 課 

児童発達支援 

センター 

児童発達支援センターは、発達に関する様々な相談に対

応する地域の拠点として、子育て支援・保健センター内に

設置する。また、発達を起因とする不登校、学童期の個別

健診の実施、医療的ケア児に対応するコーディネーターの

配置、保護者の理解促進や支援拒否への対応、高校生年代

や青年期でも途切れることのない支援、就労などの課題に

ついて、あり方の検討を行う。 

児童発達 

支援センター 
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取組項目 ９ 内   容 担 当 課 

発達支援親子 

グループ事業 

発達支援親子グループ事業は、親子が気軽に参加できる

事業としてニーズが高いことから、継続して実施する。ド

リーム学園との効果的な連携・協力のあり方を検討する。 

児童発達 

支援センター 

 

取組項目 １０ 内   容 担 当 課 

ドリーム学園 

の運営 

ドリーム学園は、心身の発達に支援や配慮が必要な児童

を対象に、通園による療育を行っており、児童発達支援セ

ンターの中心的な事業として、事業を継続する。子どもの

特性に応じた質の高い療育を行うため、専門性の向上に取

り組む。また、発達支援係との効果的な連携・協力の検討

を進める。 

児童発達 

支援センター 

 

取組項目 １１ 内   容 担 当 課 

ドリーム学園 

での移行支援 

の検討 

ドリーム学園に在籍していた児童が、地域の保育所等へ

移行する場合は、移行支援としてその施設との連携を検討

する。 

児童発達 

支援センター 

 

取組項目 １２ 内   容 担 当 課 

保育園や幼稚園

への障害児の 

受入 

保育園や幼稚園は障害児や発達支援の必要な乳幼児の受

け入れについて、環境面、人的配置、人材育成の体制等、

各園の状況に応じて合理的な配慮のもと行う。 

保育課 

 

成長・療育機能には、すべての子どもの成長に応じた支援をしたり、専

門性の高い療育を行ったりする役割があります。保育園や幼稚園での障

害児受け入れのほか、ドリーム学園での児童発達支援事業や発達支援親

子グループ事業などを行っています。 

２  成長・療育機能 
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取組項目 １３ 内   容 担 当 課 

小中学生等の 

居場所の確保 

小中学生等が、集団として自由な発想で遊びを楽しみな

がら人と人とのつながりを深めたり、コミュニケーション

能力を伸ばしたりできる居場所として、児童館や学習館等

を継続的に利用していくことができるようにするととも

に、発達に支援や配慮を必要とする子どもたちへの小グル

ープ活動等を通した療育の視点を取り入れたプログラムの

研究を行う。 

子ども育成課 

 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 １４ 内   容 担 当 課 

子どもと保護者

の愛着形成の 

ための支援 

子どもと保護者の関係づくりで基本となるのは親子愛着

の形成となっている。０歳児向けの親子プログラムなど、

愛着形成を促すための手法の実施について検討するほか、

子どもが１歳になる前までに、親と子の間で関係が構築で

きるよう、乳幼児健診や子育てひろばに来所した親子を対

象に、わかりやすい手段による情報提供について検討する。 

子ども家庭 

センター 

 

 

取組項目 １５ 内   容 担 当 課 

就学後にもつな

がる発達支援 

心身の発達や学習、進路、友達関係などの悩みを抱えて

いる子どもについて、継続したサポートが可能となるよう、

市内医療機関や関係機関等と連携を図り、支援を行ってい

く。 

児童発達 

支援センター 
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取組項目 １６ 内   容 担 当 課 

母子健康手帳の

活用 

子どもが小学校や中学校に就学した後でも利用できるよ

うになった母子健康手帳の活用を推進する。 

子ども家庭 

センター 

 

取組項目 １７ 内   容 担 当 課 

地区担当保健師

と児童発達支援

センターとの 

連携 

発達支援の必要な乳幼児とその保護者の気持ちや悩みに

寄り添った支援を行うため、地区担当保健師と児童発達支

援センターの職員が連携し、すき間のない支援に取り組む

ほか、状況に応じて訪問も行う。 

子ども家庭 

センター 

児童発達 

支援センター 

 

取組項目 １８ 内   容 担 当 課 

保育所児童保育

要録による情報

提供 

認可保育園や認証保育所など年長児童を保育する保育施

設においては、保育所児童保育要録を用いて小学校への情

報提供を継続して実施する。 

保育課 

 

取組項目 １９ 内   容 担 当 課 

就学支援シート

による情報提供 

保育園・幼稚園など就学前機関は、保護者から依頼があ

った場合には子どもの保育園や幼稚園などでの様子を丁寧

に分かりやすく記入するなど、就学支援シートの提出支援

を行う。 

保育課 

 

教育支援課 

 

情報共有機能には、必要な情報をわかりやすく伝えるために、保護者と

各関係機関での情報共有と関係機関同士での情報共有を円滑に行う役

割があります。市では、母子健康手帳や就学支援シート等の活用を促進し

ています。 

３  情報共有機能 
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取組項目 ２０ 内   容 担 当 課 

地域の療育機関

等の連携と情報

共有への支援 

児童発達支援や放課後等デイサービスを受けるには相談

支援計画が必要となる。児童発達支援、放課後等デイサー

ビス、相談支援等、各事業者については、事業の質の向上

も求められることから、事業者間はもとより、障害福祉課

や児童発達支援センターなど、発達支援にかかる主管課と

の連携を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

障害福祉課 

 

 

取組項目 ２１ 内   容 担 当 課 

就学支援シート

を活用した連携 

就学支援シートを有効に活用するため、教育支援課は、

児童発達支援センターや小学校、学童保育所、保育園、幼

稚園と連携していく。 

教育支援課 

 

 

取組項目 ２２ 内   容 担 当 課 

児童館や学童保

育所と就学前に

かかわっていた

機関との情報共

有のしくみの 

検討 

児童館や学童保育所を利用する子どものうち、発達に支

援や配慮が必要な子どもについて、児童館や学童保育所で

の支援に役立てるため、就学前に関わっていた機関との情

報共有のしくみについて検討を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ２３ 内   容 担 当 課 

児童館や学童保

育所と小中学校

等との情報共有 

 児童館や学童保育所での子どもの日々の状況は、小中学

校等での様子や出来事などと密接な関係があると考えられ

るため、小中学校等との情報共有を行う。 

教育支援課 

 

指導課 
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取組項目 ２４ 内   容 担 当 課 

医療機関などの

関係機関との 

連携 

子どもの発達に関する相談において、専門的な診察や相

談が必要と認められる場合は、受診等を促すとともに、自

ら受診が困難な場合には、同行受診などの必要な支援を進

める。また、保護者の同意に基づき、必要に応じ、市内小

児科医療機関・専門医療機関や児童発達支援センター等の

子育て支援機関との情報共有に努める。 

児童発達 

支援センター 

 

子ども家庭 

センター 

 

 

取組項目 ２５ 内   容 担 当 課 

子どもにかかわ

る機関の役割や

立場の相互理解 

保育園や幼稚園、児童館、学童保育所、小中学校等での

発達に支援や配慮の必要な子どもへの支援内容について

は、各施設の目的などにより異なっている。途切れのない

発達支援体制の構築のためには、各施設が、お互いの支援

の現状と方針、どのような支援が必要なのか、また支援の

状況に違いがあることを理解・認識して支援を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ２６ 内   容 担 当 課 

要保護児童対策

地域協議会を活

用した情報共有 

子どもの発達に不安や悩みがあり、保護者からの虐待に

進展すると見込まれる場合、関係機関は、要保護児童対策

地域協議会に情報提供を行い、家庭訪問等を含めた見守り

等の支援を行う。 

子ども家庭 

センター 
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取組項目 ２７ 内   容 担 当 課 

将来の見通しが

持てる保護者 

への情報提供 

子どもの発達に不安や悩みを持つ保護者は、現時点での

悩みだけではなく、将来のことも心配している。そのため、

将来の子どもの姿や生活全般の状況、支援策の有無等につ

いて、保護者に分かりやすく伝えるよう努める。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ２８ 内   容 担 当 課 

ペアレントプロ

グラムの実施 

少子化や核家族化が進み、出産前までに子育てに関する

経験や知識を得る機会が少ない状況で子育てを行う保護者

が増えている。子育てに悩む保護者にとって、子どもとの

かかわりについて学ぶことは大切であるため、ペアレント

プログラムを行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 29 内   容 担 当 課 

サポートファイ

ルの周知と利用

促進 

子どもが適切な支援につながりやすくするよう、子ども

が生まれてから成人期までの成長の過程や生活の様子など

を記録することができるサポートファイルについて周知

し、活用を促進していく。内容の充実や利便性向上により、

利活用しやすいファイルとなるよう検討する。 

児童発達 

支援センター 

 

 

家庭支援機能には、発達に支援や配慮の必要な子どもを育てている保

護者や家庭を対象に、子育てや発達に関する知識や技術を伝えていくと

ともに気持ちを支えるための支援をする役割があります。市では、子育て

ひろばや発達支援に関する講座、おしゃべり会などを行っています。 

 

４  家庭支援機能 
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取組項目 30 内   容 担 当 課 

子育てひろばに

おける保護者の

養育力向上の 

ための支援 

保護者の養育力向上のため、子育てひろばにおける関わ

りや相談等を通して、子育てひろば指導員が保護者の気持

ちに寄り添いながら、子どもとの関わりの持ち方などにつ

いて支援する。また、保護者から、子育てによる心身の疲

労などの訴えがあった場合には、子ども家庭センター内で

連携して対応する。 

子ども家庭 

センター 

 

 

取組項目 ３１ 内   容 担 当 課 

保護者が安心で

きる場としての

子育てひろばの

提供 

現在の利用者は０～２歳児が中心となっているため、常

設ひろばと出張・出前ひろばを開設し、乳幼児親子が気軽

に通え、安心して相談できる身近なひろばを目指す。 

子ども家庭 

センター 

 

 

取組項目 ３２ 内   容 担 当 課 

「 お し ゃ べ り

会」などの交流

の場 

子どもの発達が気になる保護者同士が話し合える場を、

関係団体と協働しながら継続して実施する。また、おしゃ

べり会の安定的な運営を図るため、ピアサポーターを養成

する。また、より保護者の参加が得られるような手法や場

所について検討を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ３３ 内   容 担 当 課 

発達支援団体 

との連携 

保護者が子どもの発達について、同じ悩みを持つ保護者

と話すことで、自分の子どもの発達について考えるきっか

けになることがあり、そうした子育て経験から発信できる

ことも多い。このため、保護者の支援や理解啓発ができる

ように、発達支援団体が市とともに連携協働して活動でき

るよう支援する。 

児童発達 

支援センター 
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取組項目 ３４ 内   容 担 当 課 

保育所等訪問 

支援事業 

子どもが通う保育所等施設（保育所・幼稚園、学童保育

所、学校等）に訪問し、子どもや訪問先の教職員等に対し

専門的な支援や助言を行い、家族が安心して子育てができ

るよう働きかける。 

児童発達 

支援センター 

 

 

 

  



29 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

取組項目 ３5 内   容 担 当 課 

子育てひろば 

職員研修 

子育てひろばの職員は、保護者に寄り添い、子ども一人

ひとりの発達に応じた支援を行うため、職員に対する研修

や巡回支援を継続して実施する。 

子ども家庭 

センター 

 

 

取組項目 ３６ 内   容 担 当 課 

保育士・幼稚園

教諭の発達支援

研修 

障害児や発達支援の必要な乳幼児への対応について、継

続して研修を実施する。また、認可保育園の保育士等を対

象に、保育園発達支援研修会を継続して実施する。 

保育課 

 

 

取組項目 ３７ 内   容 担 当 課 

学童保育所・ 

児童館職員の 

障害児研修 

学童保育所や児童館の職員が、日々の保育や指導の中か

ら障害児や発達に支援や配慮の必要な子どもへの理解を深

めるほか、子どもへの適切な対応や支援の力を向上させる

ため継続して研修を実施する。 

子ども育成課 

 

 

 

  

現場職員支援機能には、子どもとかかわる施設等の職員の技術向上や

情報共有などを支援する役割があります。市では、巡回保育相談や現場

職員の研修を行っています。 

 

 

５  現場職員支援機能 
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取組項目 ３８ 内   容 担 当 課 

スキルアップ 

のための研修用 

資料の活用 

保育園や幼稚園等で勤務する職員の発達支援の必要な子

どもへの対応スキル向上のためには研修機会を確保し、研

修内容を映像化するなどより多くの職員が研修を受けられ

るような手法の検討を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ３９ 内   容 担 当 課 

子育てひろば等

における地域支

援 

子育てひろばで、親子の関わりを楽しむ遊びを促すなど、

保育園の保育士が地域支援を行う。 

保育課 

子ども家庭 

センター 

 

 

取組項目 ４０ 内   容 担 当 課 

巡回保育相談 

認可保育園や幼稚園を対象に実施している巡回保育相談

について、引き続き児童発達支援センターでの発達相談と

連携して行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ４１ 内   容 担 当 課 

連携保育施設 

への技術支援 

保育園は、連携保育所となっている地域型保育所に対し、

子どもの見立てや接し方などにおいて技術的な支援を行

う。 

保育課 
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取組項目 ４２ 内   容 担 当 課 

学童保育所や 

児童館への巡回

相談 

学童保育所や児童館の職員を支援するため、障害児等の

巡回相談を継続して実施する。 
子ども育成課 

 

 

取組項目 ４３ 内   容 担 当 課 

児童養護施設 

への支援 

児童養護施設からの要請に基づき、巡回保育相談等を行

う。必要に応じて、就学相談や教育相談につないで支援す

る。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ４４ 内   容 担 当 課 

障害児相談支援

事業者への支援 

児童福祉法上のサービスを利用する際、障害児相談支援

事業者が障害児支援利用計画を作成するが、障害児支援に

かかわる相談支援専門員の質の向上が求められている。障

害福祉課や児童発達支援センターなど子どもの発達支援に

かかわる部署との連携を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ４５ 内   容 担 当 課 

発達支援の必要

な子どもへの 

保育園・幼稚園

での療育的取組 

認可保育園や幼稚園に入園している子どものうち、発達

支援の必要な子どもを対象に、通常の保育を行う中で療育

的な関わりを行うための取組や人材育成のあり方、体制に

ついて検討を行う。 

保育課 
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取組項目 ４６ 内   容 担 当 課 

障害児対応職員

の加配 

（認可保育園） 

認可保育園に対して実施している障害児保育士の加配に

ついて、継続して実施する。 
保育課 

 

 

取組項目 ４７ 内   容 担 当 課 

障害児対応職員

の加配 

（幼稚園） 

幼稚園に対して、障害児や発達支援の必要な幼児の受け

入れを進めるため、障害児対応職員を加配した場合の補助

を行う。 

保育課 

 

 

取組項目 ４８ 内   容 担 当 課 

障害児対応職員

の加配の判断 

発達に支援や配慮が必要な子どもが安心して過ごすため

に加配職員が必要となる場合がある。障害児対応職員の加

配の配置加算については、医師による診断書・情報提供書・

意見書等において加配が必要と判断されていることが条件

となっている。しかしながら、実際の運営上は、診断がな

い子どもについても加配が必要な状況が多く発生してい

る。このため、保護者の感情にも配慮しながら、加配職員

配置の判断基準について検討する。 

保育課 
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取組項目 ４９ 内   容 担 当 課 

診察枠の確保 

医療機関での診察を必要としている子どもが、初診まで

の期間が相当の期間を要することもあるため、保護者の支

援を求める気持ちが消失し、支援につながらない子どもも

少なからず存在することが考えられる。このため、市内在

住の乳幼児については、市内小児科医療機関にて発達に関

する初診を１か月以内に受診できるよう体制を継続する。 

児童発達 

支援センター 

 

 

  

健診・診察機能には、保護者が子どもの特性などについて、理解認識し

ていく機会となる役割があります。市では、乳幼児健診を行っています。 

６  健診・診察機能 
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取組項目 ５０ 内   容 担 当 課 

医療機関への 

つなぎ 

医療機関での診察や相談等を必要とすると考えられる子

どもについては、保護者の同意のもと、市内小児科医療機

関と連携して、診察や相談につなげる。より専門性の高い

診察や相談等を要すると判断した場合には、市内小児科医

療機関と連携しながら、専門医療機関の診察や療育等につ

なげるよう情報共有や情報提供を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

 

 

取組項目 ５１ 内   容 担 当 課 

重度心身障害児

や医療的ケア児

への対応 

医療機関や保健所等の専門機関以外には地域とのつなが

りを持たず、在宅で生活している医療的ケア児や重度心身

障害児を対象に、必要なサービスや支援が届くようコーデ

ィネートについて検討を行う。 

児童発達 

支援センター 

 

障害福祉課 

 

 

  

コーディネート機能には、支援者が子どもや保護者のニーズを受け止

め、必要な相談機関や制度などを伝えて適切な支援につなげていくほ

か、様々な福祉サービスを調整していく役割があります。市では、職員の

コーディネート力や組織力向上のために研修等を行っています。 

７  コーディネート機能 
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取組項目 ５２ 内   容 担 当 課 

児童発達支援セ

ンターにおける

コーディネート

機能の向上 

児童発達支援センターには、巡回保育相談や５歳児相談

などを通して、現場職員への技術支援や助言はもとより、

保護者の気持ちに寄り添いながら必要な支援につなげてい

く機能が求められる。このため、児童発達支援センター職

員の発達支援に関するコーディネート力の向上を図る。ま

た、医療的ケア児を支援するコーディネーターの配置を検

討する。 

児童発達 

支援センター 

 

 

 

取組項目 ５３ 内   容 担 当 課 

コーディネート

力を持った人材

の育成 

子どもの発達支援について適切にアセスメントし、必要

な支援につなげるコーディネート力を持った人材を育成す

るため、関係機関等を対象とした研修システムの検討を進

める。 

児童発達 

支援センター 

 

 

 

 

 

  



36 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組項目 ５４ 内   容 担 当 課 

ＩＣＴの活用に

よる情報提供 

子どもの発達支援に関する情報を広く周知するために

は、ＩＣＴを活用することが重要となる。保護者の心理的

負担を軽減するためにも、ＩＣＴを活用し情報提供を進め

る。 

児童発達 

支援センター 

 

 

取組項目 ５５ 内   容 担 当 課 

発達支援に関す

る講座 

子ども家庭センターで実施している子育て支援啓発事業

や地域学習館などで実施している市民対象講座の中で、発

達支援の啓発に関する講座の開催に継続して取り組む。 

児童発達 

支援センター 

 

 

  

理解啓発機能には、地域の誰もが発達に支援や配慮が必要な子どもの

特性や保護者の気持ちを理解し、共に考え、共生社会を目指す役割があ

ります。市では、発達支援団体と協働して理解啓発のための事業等に取り

組んでいます。 

８  理解啓発機能 
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１ 立川市第３次発達支援計画策定検討委員会 

 

委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（敬称略 区分ごとに五十音順） 

 

 

検討経過 

令和６（2024）年 

 日 程 内  容 

第１回 ７月 18 日 

・委員辞令交付及び自己紹介 

・計画の位置づけ、策定までのスケジュール、計画の進捗状況、立川市

の発達支援における現状について事務局から説明 

第２回 ９月 12 日 ・第３次発達支援計画の理念と８つの機能、取組項目等についての検討 

第３回 10 月 10 日 ・第３次発達支援計画の骨子案、取組項目等についての検討 

第４回 12 月 18 日 ・第３次発達支援計画の理念と機能、取組項目等についての検討 

 

区分  氏名 所属団体等 

子どもの発達に関する

見識のある者 
会長 星山 麻木 明星大学教育学部教授 

発達支援に関する見識

のある者 
副会長 中山 雅和 

社会医学技術学院 

理学療法学科専任教員 

発達支援に関する見識

のある者 
 黒葛 真理子 チャイルドフッド・ラボ 

保育又は幼児教育に 

関わる者 

 金子 幹広 西国立保育園 園長 

 野口 陽央 石川学園こばと幼稚園 園長 

小児医療に関わる者  宮田 章子 さいわいこどもクリニック 

義務教育に関わる者  杉山 浩規 立川市立大山小学校 校長 

発達支援に関わる者 
 

吉田 志保里 
ジョブサキッズ立川（ジョブサ U18 

立川南口教室)児童発達管理責任者 

児童養護に関わる者  木山 美穂 
至誠学舎立川「至誠大地の家」 

統括主任 

市民公募 
 瓦田 尚  

 小田部 翔太  
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令和７（2025）年 

 日 程 内  容 

第５回 １月９日 ・第３次発達支援計画（素案）について 

 

２ 分野別個別計画素案ＥＸＰＯ（市民説明会） 

立川市第３次発達支援計画素案について、市民の皆さんに説明をさせていただき、市民意見公募（パ

ブリックコメント）として、ご意見をいただく機会を創出しました。 

 

日時 令和７（2025）年４月５日 

場所 立川市役所 

対象者 立川市在住、在勤、在学の方等 

 

３ 市民意見公募（パブリックコメント） 

立川市第３次発達支援計画素案に対して、市民意見公募（パブリックコメント）を実施し、３人か

ら 19 件のご意見をいただきました。 

 

公募期間 令和７（2025）年４月１日～４月 21 日 

提出者数・件数 ３人・19件 

意見を反映した件数 ０件 
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４ 関係要綱 

 

 

立川市第３次発達支援計画策定検討委員会設置要綱 

 

 

（設置） 

第１条 発達支援が必要と考えられる子ども及びその保護者を対象に、立川市における児童発達支援

の推進を図るための計画を策定するため、立川市第３次発達支援計画策定検討委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。 

(1) 発達支援計画の素案の策定に関すること。 

(2) その他必要と認めること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 11 人以内で構成し、次の各号に掲げる者につき市長が委嘱する。 

(1) 子どもの発達に関する見識のある者 １人 

(2) 発達支援に関する見識のある者 ２人以内 

(3) 保育又は幼児教育に関わる者 ２人以内 

(4) 小児医療に関わる者 １人 

(5) 義務教育に関わる者 １人 

(6) 発達支援に関わる者 １人 

(7) 児童養護に関わる者 １人 

(8) 公募市民 ２人以内 

（会議等） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 委員会は、必要に応じて委員長が招集する。 

５ 委員会は、委員の定数の過半数の者が出席しなければ、会議を開くことができない。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、委嘱の日から令和７年３月 31 日までとする。 

（意見等の聴取） 

第６条 委員会は、必要があると認めたときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聴き、又は資料

の提出を求めることができる。 

（会議の公開） 

第７条 会議は、公開とする。 

２ 会議の非公開については、立川市審議会等会議公開規則（平成 12年立川市規則第８号。以下「会

議公開規則」という。）第４条の規定を適用するものとする。 
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（傍聴者の定員等） 

第８条 傍聴者の定員は、10 人以内とし、委員会の当日先着順に決定するものとする。 

（傍聴者の退場等） 

第９条 委員長は、傍聴者が会議公開規則第８条の規定に違反し、又は会議公開規則第９条の規定に

該当していると認めたときは、これを制止できる。この場合において、傍聴者がその制止に従わない

ときは、退場させることができる。 

（謝礼及び記念品） 

第 10 条 委員には、予算の範囲内で謝礼を支払い、又は記念品を贈呈するものとする。 

（庶務） 

第 11 条 委員会の庶務は、子ども家庭部子ども家庭支援センターにおいて処理する。 

（委任） 

第 12 条 この要綱の施行について必要な事項は、子ども家庭部長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、委員会の終了をもってその効力を失う。 

 

  



42 

 

５ 用語解説 

 

あ行 
 

用語 説明 

医療的ケア児 経管栄養、痰の吸引等、医療機関ではないところで、生活を営む

上で必要とされる医療的な生活援助行為を日常的に行う必要の

ある児童のこと。 

 

か行 
 

用語 説明 

合理的な配慮 障害のある人が日常生活や社会生活で受けるさまざまな制限を

もたらす原因となる社会的障壁を取り除くために、障害のある人

の意向を尊重しながら、個別の状況に応じて行われる配慮のこ

と。 

教育相談 教育相談員（公認心理師等）が、市内の幼児から高校生とその保

護者を対象に、不登校や進路、落ち着きがない、勉強の遅れ、学

校での人間関係など、保護者の心配ごとや子ども自身の悩みにつ

いて、相談を受けている。必要に応じて、カウンセリングや遊戯

療法、箱庭療法等による心理療法、助言を行いながら、悩みや問

題解決を支援している。また、他機関の紹介や情報提供も行う。 

共生社会 障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

を尊重し合いながら共生する社会。 

子育てひろば 子どもの遊びの場、保護者の出会いの場として、乳幼児の親子で

交流する場所。スタッフが、子育て相談や、子育てに関する楽し

い講座やイベントも行う。本市では児童館や学習館、保育所など

に設置。出張・出前の子育てひろば等も実施している。 

５歳児相談 社会性の成長発達が現れる年中児（５歳）を対象に、子どもの通

園している保育園・幼稚園に専門相談員が出向き、希望した保護

者からの相談を行うもの。気軽に成長発達相談を通園先で受けら

れるよう本市では平成２６年６月から実施。 
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さ行 
 

用語 説明 

サポートファイル 子どもが生まれてからの成長の過程や生活の様子などを保護者

記録する情報ファイルのこと。入園・入学や医療機関、相談機関

等で子どもの相談をする際などに、子どもの日頃の様子や相談・

支援の経過を伝えることができ、支援につながりやすくなる。 

児童発達支援 児童福祉法に基づき、集団療育や個別療育が必要な未就学の障害

児を対象に、日常生活の基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練等を行う。 

児童発達支援センター 児童福祉法第 43 条で規定する施設で、障害のある児童を通所さ

せて、日常生活における基本的動作の指導、独立自活に必要な知

識技能の付与又は集団生活への適応のための訓練等を行う施設。

本市では、発達に関するさまざまな相談に対応する地域の拠点と

して、令和７年６月に子育て支援・保健センター内に設置予定。 

就学支援シート 小学校の就学にあたり、児童や保護者の願い、子どもの様子や指

導の手掛かり、就学後に必要と思われる支援内容等をまとめ、就

学先に引き継ぐもの。幼稚園や保育園等と保護者が記入する。 

就学相談 心身や発達のことで心配のある子どもの就学に対して、どのよう

な教育環境が良いか相談すること。保護者との面談の他、行動観

察や発達検査、見学・体験等を通し、保護者が就学先を選択でき

るよう情報を提供する。就学後も引き続き相談が必要な場合は継

続して相談することもできる。 

巡回保育相談 市内の保育園や幼稚園の保育士や幼稚園教諭を対象に、専門相談

員が各園に出向いて、発達に課題のある園児への対応や指導内容

についてアドバイスを行う。 

障害児相談支援事業者 児童福祉法に基づき、障害児通所支援（児童発達支援や放課後等

デイサービス等）の申請に係る支給決定前に、障害児支援利用計

画案を作成し、支給決定後に、サービス事業者等との連絡調整を

行うとともに、障害児支援利用計画の作成を行う事業者。その後

は、支給決定されたサービス等の利用状況の検証（モニタリング）

を行い、サービス事業者等との連絡調整などを行う。 

すこやか相談 言葉が出ない、成長や発達について心配があるなどの場合に専門

相談員（公認心理師等）が応じる。事前予約制。本市では、子ど

も家庭センターが実施。 
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た行 
 

用語 説明 

第５次夢育て・たちかわ子

ども 21 プラン（立川市次

世代育成支援行動計画） 

本市独自の子どもに関する総合計画で、次世代育成支援対策推進

法に基づく市の行動計画を包含している。また、第５次長期総合

計画後期基本計画の児童福祉施策の個別計画。計画期間は令和７

年度から令和 11年度までの５年間。 

ドリーム学園 心身の発達に支援や配慮が必要な市内在住の２歳から就学前の

児童を対象に、心身の発達を促し、社会性・適応性を育むため、

総合的な療育を行う立川市の施設。定員は 25 人。週５日の登園

を基本とする。通園バスあり。児童福祉法の児童発達支援事業。 

 

は行 
 

用語 説明 

発達支援親子グループ 未就学の発達の気になる子どもとその親を対象に親子で運動遊

びや手遊びなどを行う中で、子どもの発達を促し、保護者に子ど

もへの望ましい関わり方を伝える。おおよそ月２回の実施。 

発達相談 発達のことで心配のある子どもの保護者に対して、専門相談員

（公認心理士等）が、年齢に応じた必要な支援の手立てを一緒に

考え、アドバイス（１回 50 分程度）をする。来所相談は予約制。

他機関の紹介や情報提供も行う。本市では、子育て支援・保健セ

ンターで、児童発達支援センター発達支援係が相談窓口となって

いる。 

ペアレントプログラム 子育てに不安がある保護者、仲間関係を築くことに困っている保

護者などを、地域の支援者（保育士、保健師、福祉事業所の職員

等）が効果的に支援できるよう設定された、グループ・プログラ

ム。発達障害やその傾向のある子どもをもつ保護者だけでなく、

様々な悩みをもつ多くの保護者に有効とされている。 

保育所児童保育要録 保育園と小学校をつなぐ子どもの育ちを支える資料として、小学

校に就学する保育園児童全員を対象に、各保育園が作成し、３月

上旬に就学先の小学校等に送付するもの。内容はお子さんの育ち

や養護、教育に関わることなどで、厚生労働省の「保育所保育指

針」により作成が義務付けられている。 

保育所等訪問支援 児童福祉法に基づき、保育所・幼稚園・認定こども園、小学校・

中学校・高等学校、特別支援学校、乳児院、児童養護施設、放課

後児童クラブ（以下「保育所等」という。）など、子どもが集団生

活に適応できるよう専門的な支援を行う。 
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用語 説明 

放課後等デイサービス 児童福祉法に基づき、学校（幼稚園、大学を除く）に通学中の障

害児を対象に、放課後等において生活能力の向上のために必要な

訓練、社会との交流の促進等の支援を行う。また、学校教育と相

まって障害児の自立を促進するとともに、放課後等の居場所づく

りを行う。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｉ  

用語 説明 

ＩＣＴ Information and Communication Technology の略称。情報・通信に

関連する技術一般。 
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